




























































































































































































































































































































































(15) この点で､覚せい剤事案に関しては再犯率が高い (内閣府 ･薬物乱用対策本部決定
(平成15年7月)｢薬物乱用防止新五か年戦略｣目標4)ところ､性犯罪に関しても
高いと指摘されていること (｢犯罪白書｣平成18年度版245頁6-41-15図)もあり､
再犯に及ばないように施設内でも社会内でも処遇する必要があるといえる｡また､岡
田和也 ｢保護観察の充実強化｣前掲ひろば32頁､前掲小新井論文22頁も参照のこと｡
(16) 法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第3回会議 (平成18年12月25日)醍
付資料16｢保護観察所における性犯罪者処遇プログラムの概要｣参照｡
(17) なお､この点に関しては､告知 ･聴聞の機会を保障すべきであるとの意見は実務の
運用で配慮されているとの前掲藤本論文9貢を参照のこと｡
(18) 仮釈放の審理を行ったときには､その内容を記載した審理票を作成しなければなら
ない (事務規程23条)0
(19) 審理票には､最小限何をどの程度記載すべきかを明確にしておくとともに､その様
式 ･表現方法も統一化する必要がある｡
(20) 保護観察官からの視点については､田中一哉 ｢これからの更生保護｣前掲ひろば43
頁を参照｡
(本学法科大学院教授)
